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1. 緒 論

電力エネルギーのほぼ30%が 原 子力発電により供給

されている現在, 累積する放射性廃棄物 と人類 ・社会と

の係わ りは低 レベル, 高 レベル, TRUな ど放射性廃棄

物の種類 ・性状を問わず, 早急に解決されなければなら

ない課題である。原子力産業が トイ レのないマソショソ

とたとえられたのは20数 年以前のことである。このた

とえは必ず しも正確ではないが, 浄化槽もしくは汲取 り

式 トイ レで回収された廃棄物の処分場が稼働していない

ことに比喩されるこの現状は以前 と変わっていない。

社会問題として廃棄物処分の重要性を認識 している者

でも 「NIMBYNot InMyBack Yard)と して個人

のレベルでは処分の実施に反対する」とは, この3月 に

来 日したカナダのVANDERGRAAF博 士(Whiteshell研

究所)の 言であ り, 廃棄物による漠然とした環境汚染に

対する公衆の不安感は世界共通のものである。

原子力エネルギー開発の先進国である米国は, 放射性

廃棄物の管理や処分においても豊富な経験 を有 してお

り, その概要を検討することは, 規制除外 レベル1)の 設

定を含めてわが国の今後の放射性廃棄物管理や処分戦略

に資すること, お よび保健物理分野に環境汚染や リスク

評価問題としてフィー ドバ ックされる今後の研究課題が

明らかにされることなどの点で有意義である。

筆者は本年2月 に, 米国環境保護庁(EPA)のOffice

of Radiation Programsを 訪問する;機会を得て, 低 レベ

ル放射性廃棄物(LLW)の 管理 と処分に関する情報 ・資

料2)を 入手 した。 これに基づき本報では米国 に おけ る

LLWに 関連する管理の概要(管 理体制, 分 類, 発生源

と量, 処分量とサイ ト)な どについて解説する。

2. 放 射性廃棄物管理 ・処分の経過

放射性廃棄物の管理 ・処分は放射線防護方針に関係が

深いので, 初めにその経過を略述する。

放射線防護に関する諮 問機 関 であ るICRP(Inter-

national Commission on Radiological Ptotection)お

よびNCRP(National Council on Radiation Protec-

tion)は 政府機関ではないため, 1959年 にFRC(Fed-

eral Radiation Council)-カ ミ設立された。 これは放射線

防護に関連するすべての政府機関への指針や基準を大統

領に勧告することをおもな任務 としてい る。FRCの 指

針はICRPやNCRPの 勧告に基づいているが, この機

能は1970年 にEPAに 委 譲 され た。 また, EPAは

1987年 にはICRPの1977年 勧告を取 り入れ, 放射線

作業者の線量限度(5rem/y)お よ び妊娠期間中の胎児

の線量限度(0. 5rem)を 定めている。

原子力エネルギー法(Atomic Energy Act: AEA)に

定め られたLLWの 管理や処分に対する環境基準を制定

する権限も1970年 にAEC(Atomic Energy Com-

mission)か らEPAに 委 譲された。 これは放射性物質
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を取 り扱 う施 設 外 の 環 境 に お け る一一般 的 な線 量 レベ ル, 

濃 度 お よび 量 の 制 限 な どに 関 す る も ので あ る。 天 然 お よ

び 加 速 器 由来 の 放 射 性 物 質(Naturally Occurring and

Accelerator-produced Radioactive Materials: NARM)

はAEAの 規 制 対 象 外 で あ る。 そ こ でEPAは こ の

NARM廃 棄物(NARMW)の 規 制 に 毒 性 物 質 規 制 法

(Toxic Substances Control Act: TSCA)を 適 用 す る

の が 妥 当で あ る と してい るが, LLWの う ちNARMW

量 は わ ず か で あ る。AEAに よ り規 定 され たLLWは, 

1985年 に40CFR191(Part 1910f Title 400f the

Code of Federal Regulations)に 定 め られ た 使 用 済 核

燃 料, 高 レベ ル放 射 性 廃 棄 物(HLW), TRU廃 棄 物 お

よ び ウ ラ ン ・ トリ ウム尾 鉱 を除 く す べ て の 廃 棄 物 であ

る。 これ らは 営 利 目的 お よび お もに軍 事 目的 か ら 由来 す

るLLWに 大 別 され, 前 者 はNRC(Nuclear Regula-

tory Commission), 後 者 はDOE(Department of

Energy)の 管 理 管 轄 下 に あ る。NRCの 責 務 は種 々 の施

設 に対 してAEAの も とで 許 認 可 を与 え, それ に 基 づ い

て施 設 の稼 働 な どが行 わ れ て い る こ とを 確 認 す る こ とで

あ るが, DOE施 設 に つ い て はNRC認 可 の 管 轄 外 で あ

り, ALARAの 実 行 が 行 わ れ て い るか 否 か の判 断 もDOE

の 施 設 者 側 に 委 ね られ て い る。NRCお よ びDOE管 轄

の施設 ともに画一的な放出基準は課せられていないが, 

通常はNCRPが 定めた最大許容濃度基準を適用 してい

る。EPAの 定めた環境 基準(公 衆 個人 に対 して25

mrem/y全 身, 75mrem/y:決 定臓器)はNRC管 轄

の廃棄物処分場やDOE施 設 にも適用され, これを超え

る施設からの放射性物質の排出は禁 じられている。

LLWは1940年 代から発生 したが, 当初は軍事や核

燃料サイクルに比べて研究所や病院からのLLWが 量 的

にも多 く, これらは海洋やAECサ イ トに廃棄されてい

た。営利 目的から発生 したLLWの 処分サイ トと して

は, 1962年 にBeatty(Nevada), Maxey Flats(Ken-

tucky), その後10年 間にWest Valley(New York), 

Shefield (Ininois)お よびBarn well(South Carolina)

が操業された。 しかし1975年 にはWestValley, 1977

年 にはMaxey Flatsが トレンチからの漏洩のため, ま

た1978年 には埋設場所(容 量)の 問題 か らShefield

が閉鎖されている。

1973年 にNAS(National Academy of Sciences)

はAECか らLLWの 浅地層処分に関する研究を依託 さ

れ, そ こで連邦政府が責任体制, 基準設定などに関して

州, 地方行政機関と調 整 し, EPAは その責務を負う機

関であることが確認 された。1980年 には州内で発生し

Table 1 Current and projected cumulative quantities of LLW. a)

a> All figures from D0E86, except as noted. 
b> From NRC81b, Appendix D, Worst-Case Conditions. 
c) Volumes are for year of operation. The fuel reprocessing plant has a capacity of 2, 000 MTHM/yr. 

 The mixed oxide fuel fabrication plant handles 400 MTHM/yr. Volumes are from NRC86. 
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たLLWは そ こで処分すべき責任があるとした法律96-

573(LLRWPA)が 議 会で通過したが, 1986年 に修正

され(PublicLaw99-240), 1993年 まで猶予期間が与

えられている。またこの法 律 は規 制 懸念以下(Below

Regulatory Concern: BRC)と い う概念を初め て保証

した。 そしてNRCが 管轄するLLWの うち, 除外す

ることのできる廃棄物を同定する手順を確立するよう定

めている。

EPAは 以上のようなLLWの 処分に関連 して, 放射

性物質によるインパク ト評 価 を行 うため の モデ ルを

1984年 に開発 した(PRESTO-EPA)。 以下にはその評

価対象 となる被曝源 としてのLLW, NARMWお よび

BRC廃 棄物(BRCW)の 実情および発生量の予測値に

ついて言及する。

Table 2 Characterization of the AEA and selected NARM waste streams.

a) AW: Absorbing Waste, AM: Activated Metal, TR: Trash 

b) SW: Solidified Waste, IS: Incinerated/Solidified Waste, HIC: High Integrity Container
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3. LLW, NARMWお よびBRCWの 種類および

発生量

3.1 LLWお よびNARMW

DOEは 管理するLLWを6群[(1)ウ ラ ン/ト リウム, 

(2)FP, (3)誘導放射能, (4)ト リチウム, (5)α核種 も し く

はTRU(<100nCi/9), (6)そ の他]に 分類している。

NRCは 当初37群 に分類 していたが, TMI関 連など

不定期に発生 したものを含めて現在では148群 に分類 し

ている。

Table13)に は1985年 までに発生 したLLWの 総量

および2020年 までの予測累積LLW総 量が示されてい

る。これによればDOE軍 事関連施設およびNRCが 管

轄する施設から定期的に発生するLLWの 量 が最 も多

い。表中のFUSRAPお よ びSFMPは ウラン/ト リウ

ム取扱い施設の改修お よび閉鎖に伴 うLLW, D&Dは

除洗 と解体に伴うLLWで あ ることを示 している。

EPAはTable1に 示 したAEA関 連 のLLWに, 

前述 したNARMやBRC廃 棄物を加えて分類し, リス

ク評価のソースタームとしている。Table2に は まだ基

準が確 定 され て い ないBRCWを 除 くLLWお よび

NARMWの 分類された廃棄物群ごとの内容, 性 状など

が示されている。左端は群の略号であ り, L, P, U, 1, 

N, Rは それぞれ, Light water reactor, Pressurized

water reactor, Fuel fablication, Uraniumconversion, 

Institutiona, Industria, Radiumを 意味 している。こ

れら発電所や燃料サイクル施設から発生するLLWの 発

生源や内容物については, Table2の 右端の表示から推

定できるので詳 しくは言及 しない。最下段2行 に掲げら

れているAEAに 規制されないNARMWに は, 粒子

加速器関連, 0. 05(wt%)以 下 のウラソ, トリウムを含

む物質, 医療関連など70の 廃棄物群から, EPAが 発生

量, 半減期および比放射能の観点からリスク評価の対象

とした二つの群のみが掲げられている。医療に用いられ

ているラジウム線源廃棄物(R-RASOUC)濃 度は, 上水

のラジウム浄化などに 用 い られ る樹 脂 廃 棄物(R-

RAIXRSN)の 濃度(10-2Ci/m3オ ーダ)に 比べれば高

い(103Ci/m3オ ーダ)が, 発 生 量は今後20年 で103m3

オ ーダとTable1に 掲 げたAEAの 規制下にあるLLW

に比べれぼ3桁 以上少ない。Table2に 示 された廃棄物

等級A～Cは, 処理 ・処分法により10CFR61の 中で

NRCがLLWに 課 した分類であ り, Aは 発生したもの

を梱包すること, BとCは 固化により安定化する必要が

ある廃棄物, Cは 処分に際 して5m以 上の被覆も しく

は500年 間は廃棄物が錯乱されない障壁を設けることと

されている。

NARMWで は226Raと210Poお よび210Pbま で の娘

核 種, LLWで はTable34)に 示 した 半 減 期1年 以 上 の

放 射 性 核 種 がEPAに よ る廃 棄 物 処 分 に 伴 う リス ク評 価

対 象 核 種 と され てい る。 こ の評 価 で はLLWを 対 象 と し

て い るに もか か わ らず, 評 価 期 間 を1万 年 と して い る。

3. 2BRCS

規 制 懸 念 以 下 とす る濃 度 基 準 は 前 述 した よ うにNRC

で 検 討 中 で あ るが, EPAはNRC, AIF(Atomic In-

dustria Forum)お よ びEEI(Edison Electric Insti-

tute)な ど の調 査 に基 づ い て, BRCWと な る こ とが 想 定

Table 3 Radionuclides considered in the EPA 
 source term for LLW regulated under 
 the AEA (Gr86). 
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され る廃棄物(Surrogate BRC)を19群 に 分類 した

(Table 4)

放射性物質を含む消費材の うち, お もな物品は煙探知

器(241Am)お よび時計(ト リチウム)で あ る。これら

の製造はNRCに よ り認可を受けているが, 廃棄はまっ

た く規制されていない。 したがって, BRCW処 分の リ

スク評価には 格 好 の対 象 とな る。Table 4の 下段に

BIOMEDと 分類されている廃棄物群は現実にNRCが

規制対象外としている唯一の廃棄物であり, この基準は

0. 05μCi/9以 下の14Cお よび3Hを 含む液体 シンチレ

ーショソバイアルや生物廃棄物である。これは年間にほ

ぼ1. 3×104m3発 生する。

EPAがBRCWの リスク評価に用いるために, Table

4に 掲げた廃棄物群ごとに調 査 した対 象核種と濃度を

Table54)に 掲 げ る。 これによれば半減期が数十年以上

である137Csや90SrのBRCW中 濃度が10-3Ci/m3オ

ーダであること, 群別 した廃棄物ごとの総放射能濃度が

10-1Ci/m3オ ーダであることおよびLLW中 に も存在

したが, BRCW中 に もTRU核 種 が含まれていること

などの特徴がある。

4. 米国におけるLLIW処 分場の実際

4.1 LlLW処 分場

HLW処 分場はDOEに よ り建設されるが, LLW処

分場はDOEの 管轄下にある17サ イ トおよびNRCに

よ り営利運営されている6サ イ トの合計23サ イ トがあ

る。その一覧をTable6に 示す。 これによればDOE施

設 の うち6サ イ ト(HANF, INEL, LASL, NTS, 

ORNL, SRP)が お もな処分場であ り, 残 りの11サ イ

Table 4 Surrogate waste streams for BRC analysis. 

BWR: Boiling Water Reactor 
PWR: Pressurized Water Reactor 
LWR: Light Water Reactor (i. e., representative of both BWRs and PWRs)
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トはウラン・トリウム廃棄物や各サイ トか ら発生 した少

量のLLWの ための処分場である。またDOEのBNL

お よ びNRC管 轄 下 の3サ イ ト(MEKY, SHEF, 

WVNY)は 現在閉鎖されている。

Table 75-7)にはおもなDOEの処分場6サイトおよび

NRC6サ イ トの規模(サ イ ト面積, その うちの処分場

として利用可能 な面積, 処分可能密度m3/haお よび

1982年 までに使用した面積)を 掲げる。これによれば, 

これら処分場の総サイ ト面積は約103ha, その うちの約

3割 が実際の処分場として利用可能であること, またこ

の利用可能面積の約6割 が1982年 までにすでに使用済

であることなどがわかる。

4.2 LLIWの 廃棄量

」前述 したDOEの お もな6サ イ トには, サ イ ト当り毎

年 数千m3(ORNL)か ら 数 万m3(SRP)の 範 囲 で

LLWが 処 分 され て お り, 1985年 ま で の サ イ ト当 りの 累

積 総 処 分 量 は1. 3×105m3(INEL)か ら4. 8×105m3

(HANF)の 範 囲 内 で あ る。 そ して 毎 年, DOE17サ イ

トに 処 分 され る総 量 が1985年 に は1. 2×105m3と10

年 前 の約2倍 に 増 加 して い る。1985年 まで のDOE17

サ イ トの累 積 処 分 量 が2. 18×106m3で あ る こ とはTable

1に 示 され て い る。Table6に 掲 げ たNRC管 轄 下 の6

サ イ トで の毎 年 の処 分 量 も着 実 に増 加 し, 1985年(7. 7

×104m3)は20年 前 の ほ ぼ5倍 に な っ て い る。1985年

ま で の サ イ トご との累 積 処分 量 ぱ7. 5×104m3(WVNY)

か ら5. 0×105m3(BARN)の 範 囲 に あ る。NRC6サ

イ トの1985年 ま で の 累積 処 分量 が1. 16×106m3で あ

る こ と もTable1に 示 され て い る。

Table 6 Existing shallow-land LLW disposal sites. 

a) Major DOE disposal facilities. 

b> Facility closed. 
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Fig. 13)には上述 したDOEお よびNRC管 轄下のサ

イ トごとのLLW累 積処分量比率を示す(サ イ トの略号

はTable6参 照)。DOEの お もな6サ イ トにお け る

1985年 までのLLW累 積処分量は, 前述 した他の11サ

イ ト合計の約3倍 であるが, 3. 1に 述べた区分(1)を除 く

(2)～(6)までの処分放射能の総量はおもな6サ イ トで99

%以 上 を占めている。ウラン・トリウム廃棄物(1)は6サ

イ トの合計(1. 86×106kg)が11サ イ ト(2. 40×107kg)

よ り少ない。DOEの お もな6サ イ トにおける1985年 ま

での区分②～⑥の総処分量 の内訳 は, 誘導放射性核種

(1. 26×107Ci), トリチウム(1. 20×107Ci)お よび核分

裂生成物(9. 42xlo6ci)の 合計が97%を 占 め(半 減

期補正はされていない), α廃棄物(〈10nCi/9)は6. 22

×104Ci, そ の他の廃棄物は9. 00×105Ciと な って い

る8)。

4. 3処 分後の問題点

処分実施の初期には, 簡便で経済的な浅地層処分法が

行われたが, これは当初期待 されたほどには放射性核種

を効果的に地中に隔離できなかった。WYNYで は1975

年に トリチウムと90Srを 含む水 が トレンチの蓋から浸

Table 7 Status of major LLW disposal sites. 

a> Calculated from data given in Ga79 (for DOE) and Ho80b (for commercial), except for Barnwell 

 (La80). 
b> Calculated by dividing volume added in 1982 by the average land usage factor to obtain area used 

 in 1982. This value was added to the 1981 value reported in DOE&2a. 
c) In addition, prior to 1970, about 2 ha was used for TRU waste, which was considered to be LLW 

 at the time of burial. 
d) This pertains to the radioactive waste management site in Area 5 of the Nevada Test Site. The 

 availability of land that could be used for shallow-land burial is not clearly defined because of the 
 classified nature of the site and the abundance of land. A land usage factor is not applicable at 

 NTS. 
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出し, 1977年 にはMFKYで も トレンチから放射性核

種が浸出したことから閉鎖された。 これらの地域は比較

的, 年 間降雨量が多い うえに土壌の透水性が低 く, 降雨

強度が大 きい場合にはバスタブ効果(ト レンチ内の地下

水位が上昇して地表に浸出する)に より, 地表が広範囲

に汚染されたものである9)。ORNLやBARNでは地下

水やその一部が地表水となって近 くの河川に流入するこ

とも知 られている10)。またHANFでは多くの地下水汚

染の例が処分法 と関連 させて調査 され て いる。WVNY

では3Hや14Cが ガス状で トレソチから地表に上 昇す

る経路が知 られている11)。おなじ現象はラドンでも問題

になる。他にも地表の風化や トレソチ地層の不連続性な

どにより汚染の拡大する可能性が指摘されている。

以上のLLWの イ ンベントリ, 処分場などに続いて, 

以下には過去および計画段階を含めた処分方式を概説す

る。

5. LLIWの 処分法

5. 1衛 生埋設法(Sanitarylandml SLF)

SLFは 現在では毒性物質を含んでい な い生活廃棄物

の処分として確立されている方法である(40CFR241～

257)が, EPAは 将来, BRCWの 処分にこの方法を適

用することを想定 してインパク ト評価を行っている。こ

の埋設法は最も簡便であ り, 1日 の埋めたて廃棄物 ごと

に15cmの 土壌を被覆 し, この層厚を1. 8m程 度 に制

限する。そ してこの最上層には0. 6mの 土壌 を被覆す

る。この方法では廃棄物層を地下には完全に埋め込まな

い。

5. 2簡 易浅地層処分(Conventional Shallow-L1 and

Disposal: SLD)

SLDは1963年 か ら1982年 にわたって, BARN, 

BETY, WVNYな ど で実 際のLLW処 分 に用いられ

た。代表的な トレソチの規模は180m×30m, 深 さ7m

であ り, 下部5mにLLWを 処分 して, その上部に中

心で約3m, 端で2mと なる程度に掘削した土壌を埋

め戻す。 この埋め戻 し材は とくに圧縮されず, 表面は短

根草が植えられる。 トレンチ の間隔 は3m程 度であ

る。

5. 3改 良浅地層処分(Improved Shallow-L1 and

Disposal: ISD)

SLDは 前述 した廃棄物の等級A, Bク ラスに適用 さ

れたが, クラスCに はISDの シル トトレンチが用いら

れる。 これは20m×3m, 深 さ8mで あ り, LLWは 下

部7mに 処分され, そ の上部1mは 被覆, さらに1m

の蓋をする。また外部からの侵入を防止 す るた め に粘

土, 砂, 砂利などで トレンチの蓋の上 に高さ5. 5mの

障壁が設けられる。

5. 410C:FR61処 分法

これはNRCが 処分場に対して10CFR61に よ り認

可している方法であ り, 前述したSLDとISDを 組み

合わせたものである。 トレンチの間隔は3mで あるが, 

クラスAとBの 間は緩衝域として30mの 間隔が設けら

れる。また, 埋め戻 し材や蓋は, 振動圧縮機で締め固め

Fig. 1 Total volume of buried LLW through 1985 (DOE 86). 

■ COMMERCIAL

口DOE/DEFENSE

SITE CUBIC METERS

TOTAL 3.34E+06 

Includ. s contributions from 

ORNL, Y-12, and ORGDP. 

Includes contributions from

PANT, SNL, L1Nl, BNL, PAD,

and PORT.
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られ る。

5. 5中 深度処分(lntermediate Depth Disposal:

IDD)

これ もクラスCの 処分に適合するように設計された ト

レソチである。その規模は180m×30m, 深 さ15mで

あ り, 下部6mにLLWが 廃 棄され, その上部9mを

埋め戻す。 さらにSLDと 同様に中心で1m高 さ とな

るように被覆される。この場合も振動圧縮機が締め固め

に用いられる。この処分法では底部を傾斜させて砂利の

排水路を設けている。

5. 6盛 土 コンクリー トバン力法(Earth-Mounded

Concrete Bankers: EMCB)

EMCB法 はフランスで開発された方法で ある。 これ

は トレソチを掘削して, その底部にコンクリー トが打設

され, 排 水路によりトレンチ内の浸透水が集水できる構

造になって い る。その規模は180m×30m, 深 さ8m

である。ここには厚さ76cm, 6m×6m×6mの 鉄 筋

コンクリー ト製 容 器 を ク ラスBお よびCのLLWに 用

い, その上部にクラスAお よび低放射能 の ク ラスBの

LLWが 円柱容器に入れられて積み上げられ, そ の上部

が2mほ ど盛土 される。

5. 7コ ンクリ-ト 容器(Concrete Canister: CC)

処分方式

これはWesting house社 で最近開発 され た1. 2m×

1.2m, 高 さ1. 8mの6角 柱体(SUREPAKC)に, 種

種 の廃棄物容器を納め, この単体を トレンチ(154mx

37m, 深 さ7.8m)に 処分するもの であ る。 ここには

4, 100本 のSUREPAK単 体が廃棄されるが, この方式

の特色はLLWで あ るにもかかわらず将来の回収も予想

した処分方式を採用 している。 この上部は, 砂, 粘土, 

砂利 などにより5層, 4. 3m厚 さの被覆が行われ, トレ

ンチ内の浸透水も揚水される構造になっている。

5. 8そ の 他

低 レベル液体廃棄物の処分 に は深井戸注入(Deep-

Well Injection: DWI)法 お よび亀裂層(Hydrofrac-

ture: HF)法 が あ る。これらの方法は, 処分敷地が十

分でないわが国では適切な:ものとは考えられないので簡

単に解説する。

DWIは 過去に多く行われてお り, 不透水層下部の透

水層(300～3, 000m)に 放射性液体を注入する方法であ

るが, 廃 液の拡散状況予測が困難であることから, 処分

敷地の確保と鉱物所有権に問題があるとされている。

HF処 分はORNLやWVNYで 行われた。 これは廃

液を樹脂やセメントと混合してスラリとし, 頁岩のよう

な岩体の亀裂に注入する方法であ り, 処分後に廃液が不

動化される特色を有する。

以上の廃液は比較的高い放射能濃度(た とえばORNL

では270Ci/m3)のLLWで あ り, 液体以外にも同様の

LLWに 対 しては深地 層 処分(Deep Geological Dis-

posa DGD)が 考 えられてい る。これは不透水岩盤を

有する鉱山の廃坑道(30～1, 000m)を 利用するもので

ある。

6. 結 語

本報では主 として米国における低 レベル放射性廃棄物

の管理 と管轄, 種類, 発生 量, 処分サイ トおよび処分法

などについて解説 した。米国では放射性物質だけではな

く, 有機溶剤や重金属 との複合汚染も生 じてお り, EPA

(Waste Management Standards Branch)のF. L. 

GALPIN氏 に よれば, この汚染土:壌対策が莫大な費用を

要することから経済学者も含めてCost Bene趾 解 析が

検討されているとのことである。おが国でもLLW処 分

計画が進行中であるが, 処分を実施 している諸外国の環

境汚染やインパ クト評価法12,13)などを, より詳細に検討

して計画に反映されることを望むとともに, ここに保健

物理の果す大きな社会的使命がある。本報がわが国の関

連研究者にわずかでも参考になれば幸甚である。

最後に, 資料を送付いただいたEPA(Bioeffects Ana-

ysis Branch)のJ. S. PusKIN氏 に謝意を表します。
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